矢板市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、市内の中小企業者が中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）に基づき、勤労者退職金共済機構（以下「機構」という。）と同法第２条第３項に規定する退職金共済契約（以下「中小企業退職金共済契約」という。）を新たに締結したときに、掛金の一部を市が補助することにより、中小企業者の退職金共済制度への加入を促進し、もって中小企業従業員の福祉の増進と雇用の安定を図ることを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において「中小企業者」とは、中小企業退職金共済法第２条１項に規定する者をいう。

　（補助対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する共済契約者とする。

⑴　機構と中小企業退職金共済契約を締結していること。

⑵　市内において事業を営んでいること。

⑶　市税を滞納していないこと。

（補助の対象期間）

第４条　補助金を交付する期間は、共済契約を締結した日の属する月から起算して１２月とする。

（補助金の額）

第５条　補助金の額は、被共済者ごとの契約締結時における掛金月額に１００分の２０の割合を乗じて得た額とする。ただし、掛金月額が５，０００円を超えるときは、５，０００円を上限として補助金の額を算出する。
（補助金の交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする共済契約者（以下「申請者」という。）は、１月１日から１２月末日までに納付した掛金について、市長が指定する日までに矢板市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付申請書（別記様式第１号）に中小企業退職金共済金内訳書（別記様式第２号）を添付して、市長に提出しなければならない。

（補助金の交付決定）

第７条　市長は、前条の申請書を受理したときは、その適否を審査し、適正と認めるときは、矢板市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付決定書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の交付請求）

第８条　補助金の交付を請求しようとする申請者は、矢板市中小企業退職金共済制度加入促進補助金請求書（別記様式第４号）を市長に提出しなければならない。
（補助事業の調査等）

第９条　市長は、必要があると認められるときは、補助金の交付を受けた者について調査し、又は報告を求めることができる。

（補助金の交付決定の取消し等）

第１０条　市長は、申請者が、虚偽その他の不正な手段により補助金を受けたときは、当該決定を取消し（別記様式第５号）、または交付した補助金の全部若しくは一部の返還（別記様式第６号）を命ずることができる。

　（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

